新規（P/S/G）（参考様式）
［直接上場、国内非取引参加者向け契約書］

契約書
株式会社東京証券取引所（以下「証券取引所」という。）に新規上場申請を行っている株券の発行会社である           （以下「甲」という。）及び証券取引所の取引参加者以外の金融商品取引業者又は外国証券業者である           （以下「乙」という。）は、甲の新規上場申請日から新規上場日の前日までの期間における甲の株券の公募又は売出し（以下「上場前の公募等」という。）について元引受契約又は募集若しくは売出しの取扱いを行うこととなる契約を締結するにあたり、証券取引所の定める有価証券上場規程施行規則第２５１条の規定に基づき、証券取引所が必要と定める事項について下記のとおり契約する。
記
（需要状況の調査）
第1条  乙は、上場前の公募等に係る投資者の需要状況の調査（以下「ブックビルディング」という。）を行う場合に、有価証券上場規程施行規則第２５７条各号に該当する需要その他の上場前の公募等における配分の対象とならないことが明らかに見込まれる需要を含めないものとする。
２  乙は、上場前の公募等に係る投資者の需要状況を適正に把握するため、ブックビルディングの方法に関する指針を策定するものとし、当該指針に基づきブックビルディングを行うものとする。
３  乙は、証券取引所が適当と認める方法により、前項に規定する指針を書面により公表するものとする。
（上場前の公募等に係る配分）
第2条  乙は、上場前の公募等に係る配分を不特定多数の者を対象に公正に行うため、配分の方法及び配分に関する制限等に関する指針を策定するものとし、当該指針に基づき配分を行うものとする。
２  乙は、証券取引所が適当と認める方法により前項に規定する指針を書面により公表するとともに、証券取引所が適当と認める場合には、当該指針の内容を記載した書面を証券取引所に提出するものとする。
（記録の保存等）
第3条  乙は、上場前の公募等の申込期間終了の日から5年間、当該上場前の公募等に係るブックビルディングにより把握した需要状況についての記録及び当該上場前の公募等に係る甲株式の取得者の氏名及び株式数等についての記録を保存するものとする。
２  乙は、証券取引所による請求又は検査があったときは、前項に掲げる記録に関し、参考となるべき報告又は提出を証券取引所に行うことに同意するものとする。
（「公募又は売出実施通知書」に関する報告義務）
第4条  乙は、その上場前の公募等に関し元引受契約を締結する金融商品取引業者である証券取引所の取引参加者が証券取引所に提出することとされている「公募又は売出実施通知書」において必要又は参考となるべき事項を甲及び「公募又は売出実施通知書」を証券取引所に提出することとなる元引受取引参加者に報告するものとする。
（証券取引所への書面の提出）
第5条  乙は、甲がこの契約書の写しを証券取引所に提出することに同意するものとする。
以上
  年  月  日
	甲
	（
	名称
	）
	印

	
	（
	代表者の役職氏名
	）
	印

	
	
	
	
	

	乙
	（
	名称
	）
	印

	
	（
	代表者の役職氏名
	）
	印
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